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単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【環境こだわり農業課】

環境こだわり農業推 12,005 環境農業直接支払交付金 16,013

進事業費 （292,811) 環境こだわり農業に取り組む農業者等と知事が締結した協定に

基づき、その生産活動に対して助成する。

12,005 252,693 → 268,706¬

交付対象となる栽培面積の増加による増額

計画4,890ha → 見込5,683ha

【農業経営課】

しがの米政策推進対 △42,747 集落ぐるみ需給調整対策費補助金 △42,747

策事業費 (308,920) 集落ぐるみの需給調整の取組を進めるため、とも補償のための

基金造成に対して助成する｡

○ △42,747 275,000 → 232,253一

事業対象面積の減少による減額

農地保有合理化促進 △8,292 農地保有合理化促進対策費補助金 △8,292

対策費 (14,690) 担い手への農地の利用集積を促進するため、農地保有合理化法

。人および市町が行う農地保有合理化促進事業等に対して助成する

国 △8,109 13,690 → 5,398

事業実施件数の減少等による減額

△183¬

しがの担い手育成総 △12,690 １ 担い手不足集落緊急対策事業費補助金 △4,875

合事業費 (79,510) 「食料・農業・農村基本計画」を踏まえた構造改革を緊急に進

めるため、個々の地域に応じた担い手の確保を支援する。

国 △ 570 7,200 → 2,325

事業実施件数の減少等による減額

△12,120¬

２ 実年就農による元気な農村づくり事業費補助金 △5,160

農村地域との協働により定年退職者等、実年者の就農を支援す

ることで、新たな就農者を確保し県内農産物の生産拡大を図ると

ともに集落営農の活性化を促す。

6,060 → 900

事業実施地区の減少等による減額



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

経営構造対策費 △33,207 経営構造対策事業費補助金 △30,798

(102,907) 効率的・安定的な経営体が地域農業の相当部分を占める農業構

造を確立するため、経営体の発展を目的とする生産・加工・流通

国 △31,635 情報等の施設を総合的に整備する。

84,344 → 53,546

○ △1,572 事業実施地区の減少等による減額一

産地競争力の強化対 △164,221 産地競争力の強化対策事業費補助金 △162,001

策費 (212,645) 消費者ニーズに即した特色ある農作物の生産振興を図るため、

品質向上への取組や低コスト化のための共同利用施設の整備等に

国 △141,838 対し助成する。

209,346 → 47,345

○ △22,383 事業実施地区の減少等による減額一

近江米振興対策費 △10,560 近江米安全安心・品質向上緊急対策事業 △10,560

(77,167) 安全・安心で信頼される近江米ブランドを確立するため、生産

者団体等の行う品質分析と産地戦略を支援する。

○ △10,560 46,075 → 35,515一

事業実施地区の減少等による減額

獣害対策推進プロジ △2,115 獣害対策協同推進事業費補助金 △1,800

ェクト事業費 (6,832) 県と市町が協同して農作物獣害対策を推進するための集落リー

ダーを育成し、この集落リーダーを中心とした獣害対策の総合的

○ △2,115 な取組を支援する。一

4,000 → 2,200

事業実施地区の減少等による減額



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【畜産課】

食肉流通機構整備推 200,803 食肉流通機構整備推進事業 200,803

進費 (259,843) 消費者に安全で安心な食肉を安定的に供給するため、近代的で

衛生的な食肉処理施設の整備と食肉流通の合理化を推進する。

使 △10 259,843 → 460,646

事業推進に伴う助成費等の増減

財 △4,006 近江八幡市と畜場閉鎖支援に伴う増額

諸 △6,000

210,819¬

【水産課】

水産有害生物対策事 6,063 １ 外来魚駆除促進対策事業費補助金 5,250

業費 (127,030) 漁業者による捕獲駆除に係る経費に対して助成する。

78,750 → 84,000

捕獲量の増加見込（450トン→480トン）による増額

○ 6,063一

２ 外来魚回収処理事業費補助金 1,080

漁業者によって捕獲された外来魚の回収処理に要する経費に対

して助成する。

14,499 → 15,579

捕獲量の増加見込による増額

【耕地課・農村振興

課】

土地改良公共事業 △1,409,427 土地改良公共事業 △1,409,427

(10,197,530) 農業生産基盤、農村生活環境基盤の整備事業および農地、農業

用施設の災害を未然に防ぐ防災事業に関する国庫補助の割当内示

国 △501,674 の増減等に伴う補正。

10,197,530 → 8,788,103

分 △144,094

補助事業費 (超過負担含む) △1,408,427

諸 △439,637 10,141,630 → 8,733,203

起 △376,600 ①県営かんがい排水事業費 △187,517

2,038,798 → 1,851,281

52,578 国割当減および入札差額による事業費減。¬



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

②県営経営体育成基盤整備事業費 △358,619

1,956,196 → 1,597,577

国割当減、入札差額および超過負担減による事業費減。

③県営農道整備事業費 △129,759

583,530 → 453,771

国割当減、入札差額および超過負担減による事業費減。

④県営中山間地域総合整備事業費 △259,487

1,473,396 → 1,213,909

国割当減、入札差額および超過負担減による事業費減。

⑤県営みずすまし事業費 △50,850

371,320 → 320,470

国割当減および入札差額による事業費減。

⑥団体営土地改良事業費 △62,448

689,929 → 627,481

国割当減による事業費減。

⑦県営田園空間整備事業費 △185,719

822,810 → 637,091

国割当減、入札差額および超過負担減による事業費減。

⑧団体営農村整備事業費 △9,984

868,969 → 858,985

国割当減による事業費減。

⑨県営溜池等整備事業費 △144,122

960,110 → 815,988

国割当減、入札差額および超過負担減による事業費減。

⑩県営地すべり防止対策事業費 △15,330

57,330 → 42,000

事業精査による事業費減。



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

田園資源・環境新生 △14,551 １ びわこ流域田園水循環推進事業費 △3,605

戦略しが事業費 (148,504) 琵琶湖の水質改善を目指し、流域内の水循環推進のためのマス

タープラン策定や流域ぐるみの農業排水削減に向けた取組に支援

国 △963 を行う。

72,275 → 68,670

繰 △1,611

(1) 流域田園水循環マスタープラン策定 △1,919

△11,977 24,900 → 22,981¬

委託事業費の入札差額等による減。

(2) 環境こだわり流域水管理実験事業交付金 △1,673

5,603 → 3,930

転作等により支払対象除外となる面積増に伴う減。

２ 魚のゆりかご水田推進プロジェクト事業費 △5,606

魚のゆりかご水田ＧＩＳマップ整備を直営で実施したことに伴

う減。

10,809 → 5,203

３ 田園資源・環境保全向上活動支援実験事業費 △3,596

。農地・水・環境保全向上対策モデル対象農用地の減少に伴う減

44,980 → 41,384

農地集団化促進事業 △1,579,170 換地処分清算金 △1,578,710

費 (1,831,933) 土地改良法に基づき行う換地処分に伴う調整を、事業主体の県

と土地改良区および地権者で行い、各々の清算金を支払および徴

国 △288 収する。

1,831,000 → 252,290

諸△1,578,710 換地処分地区の地元調整が遅れたため。

△172¬

中山間地域等直接支 △25,757 中山間地域等直接支払基金積立金 △25,927

払交付金 (249,032) 中山間地域等直接支払交付金の次年度以降の原資として国から

交付される額を基金に積み立てる。

国 △25,981 102,585 → 76,658

国割当減による基金積立額の減。

繰 △500

財 54

670¬


